






















な役割・能力」を基に、事務職員 1 ～ 3 年目、管理職の到達目標を
作成。２．教育研修計画立案：到達目標に沿った研修を計画。３．
































れなかった。そこで 24 年度の事務部新人職員（2 年目）研修では、
院内講師による研修を実施した。研修終了後実施したアンケート分
析で興味深い結果が得られたので報告する。














【考察】MC の各項目評価点は 2 年目と比べやや高い傾向にあり、
有益度、理解度は 2 年目よりも高い評価であった。これは、MC が
即戦力として診療現場に出ていることも作用していると考えられ
る。しかし有益性は高いものの理解度の低い項目については今後も
教育が必要と考えられる。
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職員みんなで学ぶプライマリケア　第２報
芳賀赤十字病院　教育研修推進室
○関
せき
　智
と も こ
子、笠井　直也、古口　裕理、山崎　義則、
　村上　和彦、戸崎　敦代、塩野谷　晃江
はじめに 「研修医は病院全体で、地域全体で育てよう」との方針に
より平成２１年１１月から教育研修推進室が中心となり研修医のた
めのプライマリ勉強会を開始した。地域医療の向上、地域医療連携
の強化も目的とし、地域の医療関係者や興味がある人等だれでも参
加できるよう開催している。プライマリ勉強会を開始し４年が経過
しこれまでの活動状況を報告する。
現状報告 プライマリ勉強会は午前７時３０分から午前８時の３０
分間、月２回の開催。内容は日常診療において頻繁にある傷病、疾
病等の基本的な対応について医師以外の医療従事者にもわかりやす
い内容とした。平成２１年１１月から平成２６年４月まで参加延べ
人数は２，５１０人。職種別では医師６２２人、医療技術職３８３人、
看護師８４６人、事務職２９０人、その他職種２３人、院外３４６
人であった。講師を職種別でみると、医師６５回、医療技術職１４回、
看護師８回、事務職３回、院外講師１回である。アンケート結果か
ら平成２６年４月現在プライマリ勉強会に 3 回以上参加している人
は 90％をしめ継続的に参加していることがわかった。参加者から
の感想は、「とてもわかりやすく勉強になった」「新しい知識が身に
付き勉強会に参加してよかった」「実際の業務に生かせる内容であっ
た」等ほぼ満足している意見が多かった。一方、「スライドが見え
にくい」「配布資料の文字を大きくしてほしい」等運営に対して改
善を求める意見があった。
おわりに 当院の研修医の人数は少ないがプライマリ勉強会が継続
できているのは病院全体で研修医を育てようとする職員の意識改革
が図られ協力が得られたからであると考える。今後は、アンケート
結果をもとに評価、改善を行いながらプライマリ勉強会が継続でき
るよう努力していきたい。
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臨床研修施設としてより多くの医師を育てるための取
り組み
旭川赤十字病院　研修管理委員会
○大
おおもり
森　友
ゆ う こ
子、吉田　一人、渡邉　明彦、矢田　幸政、
　牧野　憲一
当院は救急救命センターを併設し、道北ドクターヘリの基地病院で
もある。臨床研修制度開始より定員６名で研修医の受け入れを開始
し、以後４～７名枠で推移してきたが、平成 19 年度のマッチング
で０、平成 24 年度には定員６名中２名となり、基幹型研修施設と
して危機的状況に陥った。この原因を探るべく、医学生から率直に
意見を求めた結果、第一に北海道の３医学部の中で札幌にある２校
の医学生の中で当院の知名度が著しく低く、さらに当院が含まれる
道北圏で初期研修を行うという概念自体がないことが判明した。こ
の結果を受けて、教育研修の担当者間で対策を考えた。まず、合同
研修説明会に加えて、札幌と旭川において単独の説明会を開催し、
そこで重症から軽症まで豊富な救急症例を ER において経験できる
という当院の特色をアピールした。開催にあたり、当院研修医から
後輩への呼びかけなどで周知し、さらに説明会には研修医も帯同し
た。また、病院見学の内容も見直した。担当者からの研修説明の後に、
見学科の研修医に医学生を預けることで、ER などで活躍する研修
の姿が見られるように配慮した。また、当直の見学や研修医との懇
親会などを通して、見学者に研修医の生の声が伝わるように配慮し
た。それらと並行して、研修環境の整備やホームページの改善など
イメージ戦略も行った結果、翌年には見学者数が激増し、マッチン
グにおいても平成 25 年度は中間公表において一位希望者数が定員
のほぼ２倍となり、最終結果も６名でフルマッチを果たした。受験
者数の増加に伴い、研修施設としてより多くの研修医を受け入れる
ことができるよう研修体制の確認や改善を実施しているところであ
る。また、第三者評価認定に向けた取り組みとその結果についても
報告する。
